
令和 6 年度 主要事業実績調査シート
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予算額（千円） 決算額（千円）

歳出予
算費目

財源内訳（千円）

一般会計 総務費 監査委員費 監査委員費 監査委員経費

大事業

01 02 06 01 001

○定期監査（財務に関する事務の執行等が適
切に行われているか監査を実施）対象部局：
教育委員会事務局8～12月、経済環境部、農
業委員会事務局11～3月
○決算審査、財政健全化判断比率審査、資金
不足比率審査（決算書等の計数が正確である
か、事業の経営等が効率的に行われているか
審査を実施）　対象：一般会計・特別会計・
公営企業会計決算7～9月
○例月現金出納検査（各会計の各種帳簿の計
数確認及び公金保管状況が適正であるか検査
を実施）　対象：一般会計・特別会計・公営
企業会計の公金保管状況等

○定期監査（財務に関する事務の執行等が適
切に行われているか監査を実施）対象部局：
企画政策部、出納室、議会事務局、安心まち
づくり室8～12月、健康福祉部11～3月
○決算審査、財政健全化判断比率等審査、資
金不足比率等審査（決算書等の計数が正確で
あるか、事業の経営等が効率的に行われてい
るか審査を実施）　対象：一般会計・特別会
計・公営企業会計決算7～9月
○例月現金出納検査（各会計の各種帳簿の計
数確認及び公金保管状況が適正であるか検査
を実施）　対象：一般会計・特別会計・公営
企業会計の公金保管状況等

会計 款 項 目

１．事業内容や事業費の見通しと実績　＜Plan,Do＞
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績
等

)

事業目標 事業実績

○定期監査（財務に関する事務の執行等が適
切に行われているか監査を実施）対象部局：
建設部8～12月、消防本部・消防署、上下水
道部11～3月
○決算審査、財政健全化判断比率審査、資金
不足比率審査（決算書等の計数が正確である
か、事業の経営等が効率的に行われているか
審査を実施）　対象：一般会計・特別会計・
公営企業会計決算7～9月
○例月現金出納検査（各会計の各種帳簿の計
数確認及び公金保管状況が適正であるか検査
を実施）　対象：一般会計・特別会計・公営
企業会計の公金保管状況等

○定期監査　対象部局：建設部（8-12
月）、消防本部・消防署、上下水道部（11-
２月）
○決算審査　対象：一般会計・特別会計・公
営企業会計決算（7-8月）
○財政健全化判断比率審査、資金不足比率審
査（7-8月）
○例月現金出納検査　対象：一般会計・特別
会計・公営企業会計の公金保管状況等（4-3
月）

○定期監査（財務に関する事務の執行等が適
切に行われているか監査を実施）対象部局：
こども未来部8～12月、市民部1０～3月
○決算審査、財政健全化判断比率審査、資金
不足比率審査（決算書等の計数が正確である
か、事業の経営等が効率的に行われているか
審査を実施）　対象：一般会計・特別会計・
公営企業会計決算7～9月
○例月現金出納検査（各会計の各種帳簿の計
数確認及び公金保管状況が適正であるか検査
を実施）　対象：一般会計・特別会計・公営
企業会計の公金保管状況等

担当
（部・課・係・副担当）

監査委員事務局 監査委員事務局

総合計画
体系

章 分野 施策 重点プロジェクト

主要事業 管理番号 197 監査事業

事業概要
市の財政に関する事務の執行及び経営にかかる事業の管理又は市の事
務執行について監査を実施した結果を、議会及び市長等に提出して公
表することにより、公正で合理的かつ効率的な行政運営に寄与する。
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事務事業名主要事業 管理番号 197 監査事業

R6

R7

R8

単位 区分 R5 R6 R7 R8 R9

目標 2 2 2 2 2

実績 2 2

達成率 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

R6

R7

R8

R9

３．今後の方向性の検討　＜Action＞

R6

R7

R8

R9

２
次
評
価

コストの方向性 選択理由

Ｂ．維持 （コストを同程度
に維持する）

１
次
評
価

達成度 備考

Ａ　目標を達成している
（達成率100％以上）

事業の成果

指標 指標設定の考え方

定期監査実施
回数

回

毎会計年度１回以上実施す
ることが法で定められ、市
では、全ての所属を３～４
年サイクルで順に実施。

人件費B
投入

職員数
平均

人件費

事
業
の
効
率
性

18,601 1,833 16,768 3.20 5,240

0 0 0

0 0 0

２．事業の評価　＜Check＞

総コストA+B 決算額A


